

第1章 トヨタのこれまでの実績
１－１　トヨタの経営理念
1・内外の法およびその精神を遵守し、オープンでフェアな企業活動を通じて、国際社会から信頼される企業市民をめざす。2・各国、各地域の文化、慣習を尊重し、地域に根ざした企業活動を通じて、経済・社会の発展に貢献する。3・クリーンで安全な商品の提供を使命とし、あらゆる企業活動を通じて、住みよい地球と豊かな社会づくりに取り組む。4・様々な分野での最先端技術の研究と開発に努め、世界中のお客様のご要望にお応えする魅力あふれる商品・サービスを提供する。5・労使相互信頼・責任を基本に、個人の創造力とチームワークの強みを最大限に高める企業風土をつくる。6・グローバルで革新的な経営により、社会との調和ある成長をめざす。7・開かれた取引関係を基本に、互いに研究と創造に努め、長期安定的な成長と共存共栄を実現する。
この項目は１～７まであるが、会社の発展と社会の発展に項目を大きく分けることができる。 ２、４が社会の発展に対する観点からの経営理念で１、３、５、６、７が会社の発展という観点からの経営理念である。 ２、４では、クリーンで安全な商品の提供、住みよい地球と豊かな社会作り、 各地域に根ざした事業活動とあり、これらから企業の発展というものは社会の発展なくしてありえないというトヨタ自動車の考えが読み取れる。 １、３、５、６、７では社員の育成に重点を置き、世界規模でのビジネスを心がけていることが書かれている。トヨタは、'92年1月「企業を取り巻く環境が大きく変化している時こそ、確固とした理念を持って進むべき道を見極めていくことが重要」との認識に立ち、「トヨタ基本理念」を策定した。
１－２　トヨタのこれまでの歴史
トヨタ自動車の創業者は豊田喜一郎。苗字はトヨタではなくトヨダと読む。トヨタ自動車の前身である豊田自動織機製作所の創業者・豊田佐吉の長男である。そもそもは豊田自動織機製作所の自動車部がトヨタ自動車の起源である。なぜ苗字の「トヨダ」ではなく「トヨタ」になったのかというと、いくつかの理由があったそうだ。・トヨタだと八文字(末広がり)で縁起がいい。・濁点がない方が響きが良い。・人名にとらわれず個人企業から離れ　　　て社会的存在になるようになどなど、いろいろあったそうだ。実際、独立する前は「TOYODA」　　　　　　　と表記されていたそうだ。しかし、現在の「TOYOTA」を見慣れたせいか、バランスの問題なのか、違和感しかない。1993年3月豊田自動織機製作所(現在の㈱豊田自動織機)内で自動車の研究を開始。1935年11月トラックを発売、1936年9月乗用車を発売。1937年8月㈱豊田自動織機製作所(現在の㈱豊田自動織機)より分離独立(会社創立)(社名トヨタ自動車工業㈱、資本金 12,000千円)1940年3月豊田製鋼㈱(現在の愛知製鋼㈱)設立。1941年5月豊田工機㈱(現在の㈱ジェイテクト)を設立し、精密工作機械の製造事業を移管。
1943年11月中央紡績㈱を、吸収合併1945年8月トヨタ車体工業㈱(現在のトヨタ車体㈱)を設立し、自動車車体の製造事業を移管。1946年4月関東電気自動車製造㈱(現在のトヨタ自動車東日本㈱)設立1948年月、日新通商㈱(現在の豊田通商㈱)設立。1949年5月東京、名古屋、大阪の各証券取引所に株式を上場(現在は東京、名古屋、ニューヨーク、ロンドンの各証券取引所に株式を上場)1949年6月愛知工業㈱(現在のアイシン精機㈱)設立。1949年12月日本電装㈱(現在の㈱デンソー)を設立し、自動車用電装品の製造事業を移管。1950年4月トヨタ自動車販売㈱を設立し、販売業務を移管1950年5月民成紡績㈱(現在のトヨタ紡織㈱)を設立し、紡績事業を移管1953年8月東和不動産㈱設立。1956年3月トヨタ自動車販売㈱が産業車両を発売。1957年10月、米国トヨタ自動車販売㈱設立。1960年11月㈱豊田中央研究所設立。1966年10月日野自動車工業㈱・日野自動車販売㈱(現在は合併し、日野自動車㈱)と業務提携。1967年11月ダイハツ工業㈱と業務提携。1975年12月店舗用住宅を発売。1977年2月個人用住宅を発売。1980年3月ティーストヨタ㈱(現在のトヨタモーターコーポレーションオーストラリア㈱を株式取得により子会社化。
1982年7月トヨタ自動車販売㈱と合併し、社名をトヨタ自動車㈱に変更。1982年10月トヨタモータークレジット㈱設立。1984年2月トヨタ自動車とGM社 (当時)との間で合弁会社ニューユナイテッドモーターマニュファクチャリング㈱を設立。1986年1月トヨタモーターマニュファクチャリングU.S.A.㈱(現在のトヨタモーター マニュファクチャリングケンタッキー㈱およびトヨタモーターマニュファクチャリングカナダ㈱を設立。1989年12月トヨタモーターマニュファクチャリング(UK)㈱設立1991年2月トヨタ自動車九州㈱設立。1996年2月トヨタモーターマニュファクチャリングインディアナ㈱設立。1996年9月北米における製造・販売会社の資本関係再編成に伴い、トヨタモーターノースアメリカ㈱(現在は同地域の子会社と合併)を設立。1996年10月北米における製造統括会社トヨタモーターマニュファクチャリングノースアメリカ㈱(現在のトヨタモーターエンジニアリングアンドマニュファクチャリングノースアメリカ㈱)を設立。1998年9月ダイハツ工業㈱を株式取得により子会社化。1998年10月欧州における製造統括会社トヨタモーターヨーロッパマニュファクチャリング㈱(現在は同地域の販売統括会社、持株会社と合併) を設立。
2000年7月金融統括会社トヨタファイナンシャルサービス㈱を設立。2001年4月㈱豊田自動織機製作所(現在の㈱豊田自動織機)に産業車両および物流システム事業を譲渡。2001年8月日野自動車㈱を株式取得により、子会社化2002年3月トヨタ自動車とプジョーシトロエンオートモービルズ SAとの間で、合弁会社トヨタプジョーシトロエンオートモービルチェコ㈲を設立。2002年4月欧州における、持株会社トヨタモーターヨーロッパ㈱(現在は同地域の販売統括会社、製造統括会社と合併)を設立。2002年8月中国第一汽車集団公司と中国での自動車事業における、協力関係構築に基本合意2004年9月トヨタ自動車と広州汽車集団股份有限公司との間で合弁会社広州トヨタ自動車㈲(現在の広汽トヨタ自動車㈲)を設立。2005年10月欧州における販売統括会社トヨタモーターマーケティングヨーロッパ㈱は、同地域の製造統括会社、持株会社と合併(合併後社名トヨタモーターヨーロッパ㈱)。2006年3月富士重工業㈱(現在の㈱SUBARU)と業務提携。2010年10月トヨタホーム㈱に住宅事業を承継2012年7月関東自動車工業㈱は、セントラル自動車㈱およびトヨタ自動車東北㈱と合併し、社名をトヨタ自動車東日本㈱に変更。2015年12月ニューユナイテッドモーターマニュファクチャリング㈱の解散申請を、米国の管轄裁判所が認可。
2017年2月スズキ㈱と業務提携に向けた覚書を締結。2017年8月マツダ㈱と業務資本提携。2018年3月トヨタ自動車とマツダ㈱との間、で合弁会社マツダトヨタマニュファクチャリングUSA，Incを設立。SUBARUと業務資本提携拡大2020年1月トヨタ自動車とパナソニック㈱との間で、街づくり事業に関する合弁契約に基づき、プライムライフテクノロジーズ㈱を設立し、両社の住宅事業を統合。2020年4月トヨタ自動車とパナソニック㈱との間で、車載用角形電池事業に関する事業統合契約および合弁契約に基づき、プライムプラネットエナジー＆ソリューションズ㈱を設立した。なら、どうやって日本を代表する大企業になったのか。その秘密は、創業当時から変わらない「カイゼン」の姿勢にある。上でも紹介したように、G1型トラックの不具合が続出したことによって、改善を重ねてトヨタの技術力が向上したそうだ。「反省して次に活かす」という、一見簡単そうで実は難しいことが、創業当初から根付いていることが挙げられる。製造の現場ではもちろんのこと、経営の観点でも改善意識が根付いている。大企業でありがちな「保守的な経営」になりかけたときにも、社長を交代して事業をスピーディーに進めさせるなど、攻めの姿勢に転じた経緯もあった。良くないと気付いたときに反省し、より良い方向へ改善していこうとする意識が働くのがトヨタの強みである。
2014年には経営コンサルタントの唐土新市郎氏が「トヨタの反省力」という著書を出すほど。こうした「カイゼン」の姿勢は、トヨタの会社経営方針の大元となっている。トヨタがグローバル企業になったこともあり、海外でも「Kaizen」という言葉がそのまま使われるようになっているそうだ。ネッツトヨタやカローラなどは何が違うのか。メーカーとして存在するトヨタは1社しかありませんが、身近にある販売店はトヨタといえども複数ある。その販売店の種別は「チャネル」と呼ばれており、現在では下の4つの販売店に分かれている。トヨタ・トヨペット・カローラ・ネッツ、それぞれの違いは、販売している車種の違いによるものである。各チャネルに「専売車種」が存在しており、同じトヨタ間でも競争原理が働くようになっている。例えば、各チャネルにおいて次のような車種が専売となっている。・トヨタ・クラウン、ランドクルーザーなどトヨペット・マークX、ハリアーなど、ネッツ・ヴィッツ、VOXYなど、しかしトヨタ自動車は今後このチャネル販売方式を徐々になくし、全車種併売化ていく方針との報道があった。
１－３　アメリカでの評判
　そこでトヨタ自動車が4部門、SUBARU（スバル）が2部門で選出されるなど、10部門のうち6部門で日本車が選ばれている。日本車は昔から評判がいいという話をよく聞くが、今でもそれは変わらないようだ。ここでは主にアメリカで人気の車や2018年の販売台数のデータなども見ながら、日本車の評価について考えていく。・評価が高いスバルとトヨタ
評価された車種を見ると、トヨタは、小型車部門「ヤリス（日本名：ヴィッツ）」、中型車部門「カムリ」のハイブリッド車（HV）、大型車部門「アバロン」のハイブリット車、「プリウス」がハイブリッド・電気自動車部門でそれぞれ選出されたとのこと。また、スバルは「フォレスター」が小型スポーツタイプ多目的車（SUV）部門で、「アセント」が中型SUV部門で選ばれている。また、SUBARU（スバル）は「最良の車を作るブランド」にも選ばれている。
・主要メーカー販売台数ランキングトップ10。ここでアメリカでの2018年における主要メーカー新車販売台数ランキング、トップ10を見ていく。以下、右のパーセント表記は前年比だ。1位GM：-1.6％・2位Ford：-1.3％・3位Toyota：-0.1％・4位FCA(Fiat Chrysler Automobiles)：8.5％・5位Honda：2.2％・6位Nissan：-6.2％・7位Subaru：5.0%・8位Hyundai：-1.1%・9位Kia：0.0%・10位Mercedes：-4.9%。日本のメーカーとしては、2位トヨタ、5位ホンダ、6位日産、7位スバルがトップ10にランクインしている。それ以降では13位にマツダ、16位に三菱が入っている。8.5％という伸びを示してFCAは大型ピックアップの新型「ラム(Ram) 1500」などが伸びたとのこと。このあたりの需要はアメリカならでは。次いでスバルが伸びている。
比較的小さめな車が得意の日本メーカーとしては、健闘しているといえるのではないだろうか。・人気車種別トップ10。人気車種別にトップ10を見ていく。以下、右のパーセンテージ表記は前年同期比だ。1位FordFord・F-Series：1.4%・2位Chevrolet　Silverado：-0.1%・3位Ram(FCA)Ram P/U：7.2%・4位Toyota・RAV4：4.8%・5位Nissan・Rogue：2.1%・6位Honda・CR-V：0.3%・7位Toyota・Camry：-11.3%・8位Chevrolet・Equinox：14.4%・9位Honda・Civic：-13.7%・10位Honda・Accord：-9.8%
日本の車種では4位トヨタRAV4、5位日産Rogue（日本名：エクストレイル）、6位ホンダCR-V、7位トヨタカムリ、9位ホンダシビック、10位ホンダアコードがランクイン。トップ10の内、6車種を占めている。車種別で見ても日本車は人気。
・現代での良い車に欠かせない「安全性」。では一体日本車のどこが評価されているのだろうか。まず考えられるのは安全性の高さだ。アメリカの道路安全保険協会（Insurance Institute for Highway Safety）は、安全性に優れた車種を選定する｢トップ・セーフティー・ピック＋｣を毎年発表している。2018年は15車種が選ばれた。このうち、日本メーカーの車は、スバル4車種（インプレッサ、WRX、レガシィ、アウトバック）、トヨタ1車種（カムリ）の5車種が入っている。このほかは、起亜とジェネシスを傘下に持つヒュンダイから6車種、BMW、メルセデス、リンカーンから各1車種ずつとなっている。安全性では韓国のヒュンダイに続いて日本のスバルという結果である。もちろん、車の評価は安全性だけではない。快適さ、機能性、スムーズな出力性能、燃費や安定性など、さまざまな項目が考えられる。ただ、安全性能で高い評価を受けるスバルやトヨタは「コンシューマー・リポート」でも比較的高く評価され、実際の販売数も上位にいる。現代での良い車の条件で、「安全性」という観点は大きなウェイトを占めていると言えるだろう。トヨタは27兆円売上、３兆円弱の営業利益、国内生産400万台海外生産600万台で、国内生産のうち半分は輸出である。
つまり総生産台数1000万台のうち80％は海外市場向けに製造・販売している。日本人が買っているのはすでに全体の20％に過ぎない。またトヨタ本体の社員数はすでに日本人よりも外国人のほうが多い。こういう数字を見れば、創業者の孫の豊田章男社長が「MADE BY TOYOTA」と言い始めた意味がわかると思う。ただ、トヨタやトヨタ車というと日本ではあまりに身近すぎて、グローバル企業という感覚がないのかもしれない。日本人の生活に溶け込んでしまう。もちろん、これは何も日本に限った話ではない。実際、日本だけではなく、米国人はトヨタは米国の会社だと思っていたりする人もいるほど、米国社会にも溶け込んでいる。　米国人の中には、「トヨタはもとは日本の会社かもしれないが、米国人のニーズにあったクルマを米国で米国人が作る米国の会社だ」と自慢している人も最近ではよくいる。
圧倒的に強い理由として、まずはこうした世界の人達のニーズに適合したクルマをトヨタは提供しているということはわかる事だろう。ではトヨタはなぜ強いの？というと、日本国内では、だいたいTPS(Toyota Production System:トヨタ生産方式)や営業力の強さを挙げる人がいまだにほんどなのではないだろうか。その理由として、工場の話は目で見てわかる、あるいはわかった気になりやすい世界ですし、営業はさらにわかりやすい。実際、書店に行くと売っているトヨタ本は、ほとんどがTPSに関するもの、つまり工場の話。例のごとくカイゼン・カンバンとか5Sとか自働化とかの話。しかし、少し考えてみればわかる事だろう。TPSと日本で戦後発達したQC（工場内での品質管理）のセット、つまり「TPS+QC」は、いまや世界の常識となった。TPS+QCは米国、中国、韓国はもちろん、メキシコでもブラジルの工場でも立派にやられている。TPS+QCこそがかつてメディアがMADE IN JAPANと呼んでいた工場内でのノウハウですが、それはいまではフォードでもマツダでも米国のGMでも韓国のヒュンダイでもしっかりやられている。
程度の差はもちろんあれ、本質的な差は工場では生まれない時代になっている。TPSはやっていなければ論外である、グローバル競争に参加する資格すらないという種類のものだ。またトヨタは国内の営業がしっかりしているという人もいるが、前述のようにトヨタ車はすでに80％が国外で販売されている。海外でもトヨタの営業はもちろんしっかりやっているはずだが、そういう意味では競合他社だって負けずに営業には取り組んでいる。では、なぜ相変らず「トヨタ」だけが世界で圧倒的に稼いでいるのだろうか。その秘密はじつは昔からTPD (Toyota Product Development：トヨタ流製品開発) にある。トヨタの強さは昔からTPDにあって半世紀以上その事実は変わっていない。TPSに加えてTPDも圧倒的に強いということだ。TPDとは、1953年に当時常務取締役だった豊田英二氏と元航空技術者の長谷川龍雄さんがはじめた、主査制度にもとづく製品開発のこと。ではなぜ、肝心のTPDはあまり一般的に知られていないのか？それは、TPDはTPSに比べると、少し説明が難しかったこともある。TPDは、TPSのような工場の話と違って目に見える話ではないし、知識集約型である。
そのため理解するためには、新しい価値を生み出したり、原価を下げたりするために技術的な知識やトヨタ流の設計という概念を理解したりしないといけなくなってくる。従来は、あまり一般の人向けに説明するものではなかった。研究者でも、社会学系のものつくり分野の学者になるとTPDの話を正確に理解している人は日米ともに皆無だ。技術や設計、経済性の知識がないと、人にわかるように説明するのが、少し難しい。一言で言うと、ちょっと込み入った話になるということだ。そこで、TPDは伝えるのが難しいということで、わかっている人がわかっていればいい、知っていればいい人が知っていればいい、という種類のものだったのではないだろうか。そのためかも知れないが、世間でTPSばかりが有名になってしまってTPDはほとんど知られていない。しかし、トヨタはむかしから、元々ざっくり言えば、「TPD + TPS」の会社だ。「売れるモノを売れるとき売れる数だけ売れる順番に作る」といったとき、「売れるモノ」を作るのがTPDつまり製品開発の役割で、「売れるとき売れる数だけ売れる順番に作る」のが工場のTPSの役割。歴史的には、TPDの価値や利益に対する貢献度は年々増えて、1970年頃にはTPDとTPSの利益貢献度は逆転し、現在は価値も利益もほぼすべてはTPDで生み出されるようになっている。
つまり、「消費者が買う商品性(価値)を消費者が実際に買う、あるいは買える価格でありながら、会社にとっては十分な利益を出せる原価構造」のほぼすべては、現在ではTPDで生み出されているのである。だからと言って、TPSが不要になったとかいう話ではなくて、もともとTPDとTPSはトータルの組み合わせで相乗効果を出すための仕組みなのだ。でもすでに述べたようにTPSは世界の常識となっているのでそこだけで競争する時代は終わったということである。TPSが世界で知られるようになったのは、トヨタが系列企業向けにTPSを広める目的があったり、TPSの発案者の大野耐一さんが、ダイヤモンド社から1978年に『トヨタ生産方式』という本を出したこともあるのではないか。
また、日米でトヨタ研究をした研究者らが、社会学系の学者だったために、彼らでも理解できる、工場での生産の話をもっぱら展開したことも理由としてあるかも知れない。大学関係では、TPDについてきちんと書かれた本は全くといってよいほどない。でもいまは、実業の世界ではそこで勝負しているのである。米国で始まっている。
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